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代表質問 

240９０９ 東 

 

1、ハコモノよりくらし応援の市政を 

（１）アリーナに税金投入やめよ 

今検討されているアリーナ建設について、税金投入はすべきではないと考え質問します。

市はアリーナ整備検討会議を開き、９月半ばから市民に対しアンケートを集めるということ

です。これらはすべて、アリーナは作ることが大前提で、ほぼ税金で建てることも当然の扱

いになっています。物価高が止まらない昨今、今年度、国保料や後期高齢者医療制度の

保険料、水道料金、学校給食費も値上げされました。こんな中、多額の税金を使う先はア

リーナ建設でいいのか、市民に問うことなくすすめていいのかと思います。 

アリーナ整備検討 会議では「儲かる」「儲けさせる」ことが口々に出されたと聞きます。

しかし岡山市は株式会社ではありません。地方自治体です。地方自治法では、自治体の

役割は住民の福祉の増進です。路面電車駅前広場乗り入れも同様ですが、アリーナに税

金投入でなく、一人ひとりのくらしをあたためる地方自治体にしかできないボトムアップの

くらしと経済の立て直しこそが必要だと考えます。 

 

質問ア：財源について、他市事例を見るとおおよそ３分の１程度の国補助が見込めるとの

説明ですが、実際活用できそうなのは「地域を支える防災機能」に関する補助くらいだとも

聞いています。基本計画では災害時の収容人数は２０００人程度となっています。これで見

込める国の補助額はいくらですか。 

質問イ：市はこれまで整備費の大半を税金でまかなうアリーナ建設について、市民に是非

を問うていません。経済界の署名も誰の負担によるかにふれていません。税金投入による

アリーナの是非を経費も示して市民に問いませんか。 

質問ウ：市は、民間から自分たちの資金で行うという提案が無かったから公設民営だと言

いますが、作るのはほぼ税金で、できてからの儲けは民間がとるというのは、ずいぶんな

話に思えます。市から民間主導で行うよう提案すべきではないですか。 

質問エ：規模の拡大は費用のさらなる増大につながりますが、検討課題に含まれるもので

すか。 

質問オ：割愛 

 

（２）市街地再開発事業について 

 市街地再開発事業が６カ所で進められています。しかし。万博の影響による費用高騰に

より 5 カ所で施設の規模の変更や工期の遅れが出ていると報道されています。マンション

建設が全ての再開発事業に入っていますが、すでにマンションは供給過多だという報道が

あります。 

神戸市では２０２０年から市中心部の大規模マンション抑制の条例改正を施行、神戸市
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長は「数十年先、タワマンは廃虚化する可能性が高い。私はあの世から荒廃した神戸を見

たくない」と語っています。横浜市も同様の政策だと聞きます。岡山市も市街地再開発事

業に税金を投入する以上、持続可能なまちづくりを展望した働き掛けが必要です。 

 

質問ア：神戸市、横浜市の大規模マンション抑制の政策について、意図や効果についての

ご所見があればお示しください。 

質問イ：岡山市中心部で将来、ゴーストマンションが出る懸念がありませんか。３０年後の

街を展望し調査研究しませんか。 

質問ウ：現在進められている市街地再開発事業について、事業の採算が取れなくなる懸

念がありませんか。 

質問エ：採算が取れない、あるいは将来ゴーストマンション化する懸念がある場合、市街

地再開発事業の見直しを市としてはたらきかけませんか。 

質問オ：現在の６ヶ所の他で新規に再開発の動きはありますか。これ以上の再開発事業は

一旦止める決断をしませんか。 

 

 

２、いのちを守る市政を 

（１）国民健康保険について 

 今年度、国保料は平均で 1 人当たり年 5,217 円上がりました。国保世帯は所得２００万

円以下が７割を超えます。過酷な値上げであり、引き下げを求めます。均等割は満額で

3,720 円の値上げです。世帯人数に応じ賦課される均等割は、人頭税の性格を持つもの

です。就学前は国制度で半減されましたが、１８歳未満は無料にすることを求めます。 

群馬県渋川市では、１８歳以下の均等割相当額を支給する制度を一般会計で始めまし

た。滋賀県米原市でも同様の制度があります。また仙台市では、子どもの均等割無償化を

行っています。 

 

質問ア：国保世帯は子どもができると均等割の負担が増えます。他の保険制度と比べて不

平等だと考えます。これでいいのか、ご所見をお示しください。 

質問イ：子どもの国保均等割の実質負担軽減へ、市として工夫できませんか。 

 

 ８月の国保運営協議会で、国の「子ども子育て支援金」のために２０２６年度から一人当

たり月２５０円、２７年度３００円、２８年度は４００円の負担がかかると報告されました。後期

高齢者医療の加入者にもかかります。政府は「実質的に国民の追加負担は生じない」、

「国民負担率は高まらない」と言いますが、低所得世帯直撃の負担増です。 

 

質問ウ：国保への負担は２０２８年度で岡山市は４．９億円、全国で３０００億円にのぼりま

す。６年前から始まった年３４００億円の国保会計への国の支援が吹き飛びます。国に見直

しを求めませんか。 
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（２）紙の保険証廃止について 

１２月に国は紙の保険証を廃止し、保険証はマイナンバーカードに一本化するとしていま

す。国民の反対の声を前に、国はマイナ保険証をもたない人には資格確認書を送り、従来

の保険証と同じ扱いにするとしています。紙の保険証廃止はする必要はありません。 

 

質問ア：国民健康保険、後期高齢者医療制度に加入するマイナ保険証をもたない市民に

対し、市は資格確認書をいつ送ることにしていますか。１２月以前からの加入者と、それ以

降の加入者に分けてお示しください。 

質問イ：資格確認書の期限と、期限がきた後どうなるかお示しください。 

質問ウ：資格確認書の扱いについて、市として広く広報しませんか。 

質問エ：「マイナ保険証でしか薬を出さない」と薬局が求めたという報道など、混乱と不安

が出ています。市内で起こらないよう防止策をとりませんか。 

 

 

３、子育て応援の市政を 

（１）医療費無料化の年齢拡大を 

 今年１月、子どもの医療費助成の対象が拡大され、喜ばれています。さらなる対象拡大を

求めます。全国的には高校卒業までの医療費無料化がスタンダードで、県内でも２７市町

村中２３が１８歳まで無料、３市は中学卒業まで無料で、中学生の通院医療費が有料なの

は岡山市だけです。 

 

質問ア：子ども医療費助成拡大への現時点での評価と、今後どう検証していくかお示しく

ださい。アンケートなど保護者の意見を聞きませんか。 

質問イ：子ども医療費を１８歳まで通院も無料化しませんか。子育て支援とともに、子育て

世代定着の視点からもご所見をおうかがいします。 

 

 

（２）虐待への対応強化を 

 岡山市こども総合相談所の一時保護所を見学させていただきました。一時保護された子

どもたちが元気に遊んでいました。夜間の体制は、学生アルバイトの配置がありますが、正

規職員は１名しかいないときがまだあります。管理でなく、子どもとの信頼関係を構築する

ことが重要です。継続的に子どもにより添えるよう、正規の専門職の２名配置を求めます。 

国において、一時保護所の設備・運営に関する新たな基準が定められ、市でも条例化

するとしています。充実のために人の確保、特に専門職の配置を求めます。 

 

質問ア：こども総合相談所、地域こども相談センターの体制について、正規化や人員拡大

をどうすすめますか。 
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質問イ：一時保護所の夜間体制は正規職員２名で条例化しませんか。 

質問ウ：市の一時保護所は、形状や人数で見ると国基準では２ユニット以上に相当しない

でしょうか。ユニットとして整備しませんか。 

 

 

（３）学童保育の充実を 

 放課後児童クラブ、学童保育について、受け皿は 494 名増えましたが待機児童は、２０

２３年度の１９３名から２３６名に増えました。支援員の確保については、特に市立クラブは

市の責任で進めていかなくてはならないと思います。 

 

質問ア：学童保育の待機児について、解消までの目標を２年延ばしました。見通しや算出

のしかたが甘かったのではないですか。需要予測の考え方を含め、ご所見をお示しくださ

い。 

質問イ：２０２７年度までに施設整備やタイムシェア等で 1,435 人受け皿をつくるとしてい

ます。市立クラブで支援員の確保はどれだけ必要ですか。特に正規支援員の最低必要数

はどれだけですか。 

質問ウ：支援員確保として周知・広報を挙げていますが、８時間勤務など職業として選べる

待遇に引き上げる必要があると以前から指摘してきました。今の待遇で支援員が確保で

きるのか、現在の不足状況ふくめご所見をお示しください。 

質問エ：民間人材派遣からの支援員について、人数と一人あたりの時間換算の経費をお

示しください。直接雇用より高くなるのでしょうか。 

質問オ：夏休み明けに退所する児童がいます。夏休みだけの利用の需要は分かりますか。

どう考えますか。 

質問カ：今年度の民間の学童保育への補助事業「待機児童対策にかかる岡山市放課後児

童健全育成事業費補助金交付要綱」についてです。「保育所等における放課後児童健全

育成事業実施要綱」に基づいて民間保育園など５箇所で行われてきた学童保育と差があ

るように見えます。４０人一支援単位あたりの補助額、職員配置に対する補助の有無で例

示してお示しください。同じ条件でないのはなぜですか。 

 

 

４、学校給食無償化を 

 今年度から学校給食の公会計化がはじまりました。給食の手続きの際、滞納時に児童手

当から徴収することの同意を求めること、また財産調査の同意をとることはおかしいと指

摘してきました。給食はただ食べ物を出すだけでなく、食育、教育の一環としての役割があ

ります。義務教育は無償です。給食は無償化し、教育的でない滞納対策もやめることを求

めます。 

 

質問ア：給食の申し込み率、滞納時の児童手当徴収の同意率、および財産調査の同意率
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はどれだけですか。 

質問イ：給食費の滞納割合について、公会計化前後の比較をお示しください。 

質問ウ：今年度の滞納についてどのように対応していますか。 

質問エ：学校給食を無償化することについて、ご所見をお示しください。 

質問オ：学校での集金は教材費が残っています。教育現場の負担軽減策としての公会計

化の評価をお示しください。 

質問カ：公会計化のもとで、学校給食の質をおとさないでほしいという声をうかがいます。

質を落とさない、向上させていくことについてご所見をお示しください。 

 

 

５、困難を抱える女性への支援を 

（１）困難な問題を抱える女性の支援計画について 

困難女性計画を策定されるとのことでお伺いします。先に策定した岡山県では、女性相

談支援センターに配偶者暴力相談支援センターが統合され、混乱しました。母子保健や福

祉部門と、男女共同参画部門との調整が難しい感じも受け取れます。 

 

質問ア：配偶者暴力相談支援センターは、岡山市では存続させるべきと考えますがいかが

ですか。 

質問イ：本市では配偶者暴力相談支援センターの設置２０年です。節目にあたっての評価

をお示しください。 

 

質問ウ：ＤＶ被害者支援と、地域こども相談センターで行っている女性相談支援事業は、そ

れぞれ独自の役割を果たしています。計画策定に当たってどうあるべきなのか、お考えを

お示しください。 

質問エ：計画策定は丁寧に行うことが必要と考えます。民間団体とのワークショップなど現

場の声を反映していただきたいがいかがですか。 

 

昨年度から、市は独自のＤＶ被害者支援シェルターの運営費補助制度を廃止しました。

県では、一時保護施設運営、自立支援施設運営についてそれぞれ委託費を出しています。

根拠法の大きな目玉として、民間支援団体との協働が謳われています。利益を生む事業

ではないため、いずれの民間支援団体も運営に苦慮しています。 

 

質問オ：困難女性、ＤＶ被害者に対応する一時保護施設、自立支援施設が政令市岡山に

不要という事でしょうか。お考えをお示しください。 

質問カ：ＤＶ被害者支援シェルター運営費には半分国補助がつきます。国補助を活用し、

シェルターを再開しませんか。 

 

（２）ファミリーサポート事業について 
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ファミリーサポート事業は、困難を抱える女性支援としても有用な公的支援だと考えま

す。仕事と子育てを両立しながら、塾や保育園の送迎等に使う利用者が多いとのことです

が、一方で、ひとり親や低所得世帯にとっては、日常的に利用するには高額となり、習い事

格差拡大にもつながっていると感じます。 

 

質問ア：市として、ひとり親や低所得世帯への負担軽減制度が作れませんか。ご見解をお

示しください。 

質問イ：国補助制度のもと「ひとり親家庭等の利用支援」の加算分が基本分利用にかかわ

らず利用可能ということです。活用できる制度にしませんか。 

 

 

６、水道料金値上げやめよ 

水道料金は今年度値上げがされましたが、２年後の２０２６年度にもさらに上げる２段階の

値上げです。すでに多くの不満の声をうかがいます。一般会計からの繰り入れで、２０２６

年度の引き上げストップを求めます。 

 

質問ア：介護施設や病院など、報酬が決められている施設は水道料金値上げ分が収支悪

化に直結します。地域の福祉サービスに影響が出ると考えられませんか。 

質問イ：１３ミリなど小口径の水道管では値上げ幅を小さくし、一般家庭には配慮したとい

います。しかし市営住宅では、１３ミリだけでなく、値上げ幅がより大きい２０ミリの住戸が

あります。市営住宅のうち、１３ミリより大きい水道管を引いているところについて、全て１３

ミリ換算の料金にしませんか。 

質問ウ：能登半島地震をうけ、国は上下水道の緊急点検と耐震化計画の策定を自治体に

求めています。市の対応はどうなりますか。耐震化への国予算がつきますか。 

質問エ：広域水道企業団の苫田ダム関連のインフラは更新時期を迎えます。更新費用で

自治体負担が増え、水道料金に転嫁されるのではないですか。見通しとご所見をお示しく

ださい。 

質問オ：苫田ダムの利水は、４０万トンの枠に対し３割しか使っていません。利水の量を減

らして治水に転用し、財政支出を抑えることを広域水道企業団議会に提起する以外にな

いと考えます。どうですか。 

 

 

７、市営住宅について 

中区の高島市営住宅再生事業基本構想の素案が出されました。工事開始まで４年、そ

の後１６年かけて整備する計画です。単なる建て替えでなく、高層化して生まれる余剰地を

民間活用する内容であり、住民の声の反映が必要だと考えます。現在の管理戸数は

1,005 戸ですが、整備戸数は８２０戸と 2割も減らす数字です。 
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質問ア：この素案は市 HP にはありますが、住民への説明会はしておりません。説明会や

意見聴取を早急に行いませんか。やるならいつになりますか。 

質問イ：高島団地より当新田住宅のほうが古いです。古い順番でないのはどういう理由で

すか。当新田住宅はどうなりますか。 

質問ウ：高島団地の戸数を減らすのはどういう理由ですか。維持すべきと考えますがどう

ですか。 

質問エ：建て替えで余剰地が生まれます。民間活用だけでなく公共の財産として活用すべ

きです。民間活用する割合の考え方とともにお示しください。 

質問オ：市営住宅等長寿命化計画は、全体の戸数を減らす内容です。しかし高齢者にとっ

て住宅確保は困難であり、公営住宅の需要は減ることはないと考えられます。災害や DV

避難、焼け出された対応の需要もあります。戸数を減らさない内容で見直しませんか。 

 

質問カ：管理について、指定管理を受けている会社が見守りを行っています。この暑さの

中、単身高齢者が多いので充実をさせてほしいとうかがいます。現状でどれだけの頻度で

見守りをしていますか。見守りへの評価もあわせてお示しください。 

 

 

８、図書館について 

質問：１９９８年、岡山市土地開発公社は東部地区図書館用地を先行取得しました。中区の

人たちは図書館に大変期待をしています。リファレンスなどの専門職としての司書や、本と

出合う場所という図書館の機能は、デジタル化などソフト面の対応では代替できないと思

いますが、どう考えていますか。 

 

 

９，自治体を戦争に協力させる体制にＮＯを 

 ８月２０日の総務委員会で市の国民保護計画の変更について報告がありました。１０月に

国民保護協議会にかけ、１２月に公表というスケジュールです。 

 変更の内容は、ＮＢＣ攻撃（核、生物、化学兵器による攻撃）への対応と、実施体制をより

具体化することです。災害のための住民団体であるはずの自主防災組織も協力させる内

容です。この国民保護計画は「武力攻撃事態」「緊急対処事態」で発動されます。一方、６

月に地方自治法で拡大された国の「指示権」は、「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態」

の発生や発生のおそれがあると政府が判断すれば発動されます。ほぼ同じです。国民保

護といいながら、自治体をあげて戦争に協力させる枠組みになるのです。 

 市国民保護計画の変更では、民間施設を避難施設に指定することにもなっており、平時

から武力攻撃を想定した準備が市民の目に見える形で進められます。 

 平和のために必要なことは、戦争の準備ではありません。東南アジア諸国はASEANの

枠組みで、半世紀前には「分断と敵対」が支配していた地域を「平和と協力」の地域に変え

てきました。さらに広くインド太平洋地域で対話と共存をすすめる構想「ＡＯＩＰ」を提唱、日
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本やアメリカ、中国も賛同しています。軍備拡大や緊張を高めることはやめて、戦争させな

い外交への転換こそが必要です。 

 

質問ア：「武力攻撃事態」を想定した国民保護計画変更は８年ぶりです。今変更する理由

は、指示権を拡大した地方自治法改定をうけたものではないのですか。 

質問イ：国民保護計画には自主防災組織の協力も位置づけられています。自主防災組織

の位置づけにはない、住民動員ではないですか。 

質問ウ：市民の安全と財産を守る岡山市として、軍備拡大や緊張のエスカレートはやめ、

国際紛争は対話によって解決することをゆるがせにしないことを国に求めませんか。 

 

以上 


